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第１章 総則

（趣旨）

第１条 自衛隊の訓練等に必要な制限水域の設定及びこ

れに伴う損失補償については、自衛隊法（昭和２９年

法律第１６５号）第１０５条、自衛隊法施行令（昭和

２９年政令第１７９号）第１５２条から第１５４条ま

で、自衛隊法施行規則（昭和２９年総理府令第４０号

。以下「施行規則」という。）第８７条及び第８７条

の２に定めるもののほか、この訓令の定めるところに

よる。

（定義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。



（１） 訓練等 水面を使用して行う訓練又は試験研

究をいう。

（２） 制限水域 自衛隊法第１０５条第１項の規定

により漁船の操業が制限され、若しくは禁止さ

れ、又は契約により漁業権若しくは入漁権の行

使（これらの権利の行使以外の漁船の操業を含

む。第４号において同じ。）が制限され、若し

くは禁止された水面の区域をいう。

（３） 漁船の操業制限等 自衛隊法第１０５条第１

項の規定により漁船の操業を制限し、又は禁止

することをいう。

（４） 漁業権等の行使制限等 契約により漁業権又

は入漁権の行使を制限し、又は禁止することを

いう。

（５） 幕僚長等 統合幕僚長、陸上幕僚長、海上幕

僚長、航空幕僚長及び防衛装備庁長官をいう。

（防衛大臣の指示）

第３条 幕僚長等及び地方防衛局長（東海防衛支局長を



含む。以下同じ。）は、制限水域の設定及びこれに伴

う損失補償に関し特殊異例にわたる事案の処理につい

ては、防衛大臣の指示を受けるものとする。

第２章 制限水域の設定手続

（制限水域設定の相互調整）

第４条 幕僚長等、地方協力局長及び地方防衛局長は、

制限水域の設定に関し、相互に緊密な調整を行わなけ

ればならない。

（制限水域設定基本計画書の作成等）

第５条 幕僚長等は、自衛隊の訓練等を行うため、新た

に制限水域を設定する必要があると認めるときは、制

限水域設定基本計画書（以下「基本計画書」という。

）を作成し、防衛大臣の承認を得なければならない。

２ 前項の基本計画書には、次の各号に掲げる事項を記

載するものとする。

（１） 設定しようとする制限水域の名称及び範囲

（２） 漁業の操業を制限し、又は禁止しようとする

期日又は期間



（３） 漁業の操業の制限又は禁止の態様

（４） 訓練等の概要

（５） その他参考となる事項

３ 幕僚長等は、事情の変更その他の理由により、第１

項の規定により防衛大臣の承認を得た基本計画書の内

容を変更しようとするときは、必要に応じ地方協力局

長と協議の上、変更内容、変更理由その他参考となる

事項を記載した制限水域設定変更基本計画書（以下「

変更基本計画書」という。）を作成し、地方協力局長

等に通知するものとする。

４ 前項の場合において、当該変更が制限水域の範囲を

拡大するものであるとき、又は漁業の操業を制限し、

若しくは禁止しようとする期日又は期間を増加するも

のであるときは、防衛大臣の承認を得なければならな

い。

５ 幕僚長等は、第１項及び前項の承認があったときは

、その旨を地方協力局長及び関係する地方防衛局長（

以下「地方協力局長等」という。）に通知するものと



する。

６ 幕僚長等は、基本計画書（第１項の規定により防衛

大臣の承認を得た基本計画書又はその内容が第３項の

規定により作成した変更基本計画書（第４項の規定に

該当する場合にあっては、同項の規定により防衛大臣

の承認を得た変更基本計画書）により変更された基本

計画書をいう。以下同じ。）に係る制限水域の設定計

画を取りやめたときは、直ちにその旨を地方協力局長

等に通知するとともに、防衛大臣に報告しなければな

らない。

（予算概算要求書資料）

第６条 地方協力局長は、幕僚長等の協力を得て、基本

計画書に基づき、制限水域の設定に伴う損失補償に係

る予算概算要求書の資料を作成するものとする。

（制限水域設定実施計画書の作成等）

第７条 地方協力局長は、基本計画書に基づき制限水域

設定実施計画書（以下「実施計画書」という。）を作

成し、その写しを幕僚長等に送付するとともに、地方



防衛局長に通知するものとする。

２ 前項の実施計画書には、次の各号に掲げる事項を記

載するものとする。

（１） 設定しようとする制限水域の名称及び範囲

（２） 漁業の操業を制限し、又は禁止しようとする

期日又は期間

（３） 漁業の操業の制限又は禁止の態様

（４） 制限水域の設定方法

（５） 年間損失補償見込額

（６） その他参考となる事項

３ 地方協力局長は、基本計画書の内容の変更その他の

理由により、第１項に規定する実施計画書の内容を変

更しようとするときは、必要に応じ幕僚長等と協議の

上、変更内容、変更理由その他参考となる事項を記載

した制限水域設定変更実施計画書（以下「変更実施計

画書」という。）を作成し、その写しを幕僚長等に送

付するとともに、地方防衛局長に通知するものとする。

（制限水域の設定）



第８条 地方防衛局長は、地方協力局長から前条第１項

又は第３項に規定する実施計画書又は変更実施計画書

（以下「実施計画書等」という。）の通知を受けたと

きは、当該実施計画書等に基づき、制限水域の設定に

関し必要な措置をとらなければならない。

（関係行政機関及び関係漁業者との調整等）

第９条 地方防衛局長は、前条の規定に基づき、必要な

措置をとるため、関係都道府県知事（以下「関係知事

」という。）及び関係市町村長に対し協力を要請する

とともに、関係漁業者と調整を図るものとする。

２ 前項の調整を終了し、当該制限水域の設定について

関係漁業者の同意を得たときは、漁船の操業制限等に

あっては、関係漁業者から別記第１号様式による同意

書の提出を求め、漁業権等の行使制限にあっては、関

係漁業者と別記第２号様式による合意書を取り交わし

、それぞれの写しを添えて、地方協力局長に通知しな

ければならない。

３ 地方防衛局長は、関係漁業者の反対等により、前項



の同意が得られないときは、防衛大臣に意見を付して

報告し、その指示を求めるものとする。

第３章 自衛隊法第１０５条に基づく損失補償等

の手続

（漁船の操業制限等の通知）

第１０条 地方防衛局長は、漁船の操業制限等がされた

ときは、直ちに、別記第３号様式による漁船の操業制

限等通知書により関係漁業者に通知するとともに、そ

の写しを関係知事及び関係市町村長に送付しなければ

ならない。

（漁船の操業制限等の解除又は変更の通知）

第１１条 地方防衛局長は、前条の通知をした後、漁船

の操業制限等が解除され、又は変更されたときは、直

ちに、別記第４号様式による漁船の操業制限等解除（

変更）通知書により関係漁業者に通知するとともに、

その写しを関係知事及び関係市町村長に送付しなけれ

ばならない。

（損失補償申請書の提出等）



第１２条 地方防衛局長は、施行規則第８７条に規定す

る時期までに施行規則第８７条の２に規定する損失補

償申請書（以下「申請書」という ｡）を提出させるよ

う関係知事及び関係漁業者に対し必要な措置をとらな

ければならない。

２ 地方防衛局長は、同一制限水域に関して、２人以上

の申請者があるときは、施行規則別表第９の規定によ

ることができる。

３ 前項の場合において、次の各号に掲げる書類を添付

するよう当該申請者に教示するものとする。

（１） 漁業者の場合には、別記第５号様式による個

人別補償申請内訳書

（２） 漁業従事者の場合には、別記第６号様式によ

る漁業従事者補償申請内訳書

（補償調書等の作成）

第１３条 地方防衛局長は、関係知事から申請書の送付

を受けた場合には、遅滞なく、補償すべき損失の有無

を調査し、補償すべき損失がないと認めるときはこの



旨を明らかにする書類を、補償すべき損失があると認

めるときは次項に規定する算定基準により当該損失の

補償額を算定の上、別記第７号様式による補償調書を

、それぞれ作成するものとする。

２ 補償額の算定については、次の各号に掲げる算定基

準によるものとする。

（１） 漁業者に対しては、操業制限等を受けた期間

に係る平年漁業所得額（操業制限等の直前の３

年以上の間の漁業総収入金額又は総益金からそ

れぞれその間の必要経費又は総損金を控除した

額の平均額に相当する額をいう。）から操業制

限等を受けた期間における実際の漁業所得額を

差し引いた額の８割に相当する額

（２） 漁業従事者に対しては、操業制限等を受けた

期間における通常受けるべき賃金の額の８割に

相当する額から操業制限等を受けた期間におけ

る実際の賃金の額を差し引いた額

３ 補償調書には、必要に応じ、次の各号に掲げる書類



を添付するものとする。

（１） 別記第８号様式による個人別補償額一覧表

（２） 別記第９号様式による粗収入計算書

（３） 別記第１０号様式による漁業経営費計算書

（４） 別記第１１号様式による漁業従事者補償計算

書

（５） その他の補償額算定資料及び証明書類

４ 地方防衛局長は、第１項の規定により補償すべき損

失がないことを明らかにする書類及び補償調書を作成

する場合において、必要があると認めるときは、防衛

施設地方審議会に諮問（東海防衛支局の事務に係る諮

問は、近畿中部防衛局長が行う。）するものとする。

（補償調書等の送付）

第１４条 地方防衛局長は、前条第１項の規定により補

償すべき損失がないことを明らかにする書類及び補償

調書を作成したときは、申請書の写しにこの写しを添

えて、防衛大臣に送付するものとする。

２ 地方防衛局長は、前項の規定により補償調書の写し



を防衛大臣に送付するときは、別記第１２号様式によ

る漁業補償調査表及び次の各号に掲げる事項を記載し

た補償額算定内容説明書を添付しなければならない。

（１） 漁船の操業制限等の状況及び損失発生の概要

（２） 平年漁業所得額の調査及び算定の方法

（３） 制限時漁業所得額の調査及び算定の方法

（４） 漁業従事者補償額を算出したときは、賃金分

配方法その他補償額の算定に必要な事項

（補償額の決定等）

第１５条 防衛大臣は、前条の規定による補償調書等の

送付を受けたときは、その内容を審査の上、補償すべ

き損失の有無及び損失を補償すべき場合には、補償額

を決定し、遅滞なく別記第１３号様式による補償額決

定通知書を地方防衛局長に送付する。この場合におい

て、防衛大臣は、補償調書の内容を変更したときは、

その内容を地方防衛局長に通知する。

２ 地方防衛局長は、前項の補償額決定通知書の送付を

受けたときは、直ちに関係知事を経由して当該申請者



に送付するものとする。

（損失補償同意書）

第１６条 地方防衛局長は、前条の規定により補償額決

定通知書を申請者に送付したときは、速やかに当該申

請者から別記第１４号様式による損失補償同意書の提

出を求め、支払のために必要な措置をとるものとする。

（異議の申出）

第１７条 地方防衛局長は、申請者から施行規則第８７

条の２に規定する異議申出書の提出があったときは、

意見を記載した書類を添えて、当該異議申出書を５日

以内に防衛大臣に送付するものとする。

（異議の申出に対する補償額の決定通知）

第１８条 防衛大臣は、前条の規定による異議申出関係

書類の送付を受けたときは、その内容を審査の上、損

失の有無及び補償額を決定し、遅滞なく別記第１５号

様式による異議の申出に対する決定通知書により、地

方防衛局長を経由して申出人に通知する。

（異議の申出に対する決定通知に対する同意）



第１９条 第１６条の規定は、異議の申出に対する決定

通知書を申出人に送付した場合について準用する。

第４章 契約に基づく損失補償等の手続

（漁業権等の行使制限等の通知等）

第２０条 地方防衛局長は、地方協力局長から漁業権等

の行使制限等を実施する旨の通知があったときは、直

ちに別記第１６号様式による漁業権等の行使制限等通

知書により関係漁業者に通知するとともに、その写し

を関係知事及び関係市町村長に送付しなければならな

い。

（漁業権等の行使制限等の解除又は変更の通知）

第２１条 地方防衛局長は、前条の通知をした後、地方

協力局長から漁業権等の行使制限等について、これを

解除し、又はその内容を変更した旨の通知があったと

きは、直ちに別記第１７号様式による漁業権等の行使

制限等解除（変更）通知書により関係漁業者に通知す

るとともに、その写しを関係知事及び関係市町村長に

送付しなければならない。



（申請書の提出等）

第２２条 地方防衛局長は、漁業権等の行使制限等の終

期又は地方防衛局長が適当と認める時期に、補償額算

定対象期間を定め、関係漁業者から別記第１８号様式

による漁業権等の行使制限等に伴う損失補償申請書を

提出させるよう必要な措置をとらなければならない。

２ 地方防衛局長は、同一制限水域に関して、２人以上

の申請者があるときは、第１２条第３項の規定に準じ

て教示するものとする。

（補償額の決定等）

第２３条 地方防衛局長は、前条第１項の漁業権等の行

使制限等に伴う損失補償申請書を受理したときは、遅

滞なく、補償すべき損失の有無を調査し、補償すべき

損失がないと認めるときはこの旨を明らかにする書類

を、補償すべき損失があると認めるときは第１３条第

１項及び第３項の規定に準じて補償調書及びその添付

書類を作成し、補償額を決定するものとする。

２ 地方防衛局長は、地方協力局長の指定する事案につ



いて、前項の規定により補償額を決定するときは、あ

らかじめ、次の各号に掲げる書類を添えて地方協力局

長に協議しなければならない。

（１） 漁業権等の行使制限等に伴う損失補償申請書

の写し

（２） 補償調書

（３） 第１４条第２項に規定する書類に準ずる書類

（損失補償契約の締結）

第２４条 地方防衛局長は、前条の規定により補償額を

決定したときは、遅滞なく、別記第１９号様式による

損失補償額決定通知書により申請者に通知し、別記第

２０号様式による損失補償契約書により損失補償契約

を締結するものとする。

（補償額再審査要求）

第２５条 地方防衛局長は、申請者が補償額に異議があ

って前条の損失補償契約が締結できないときは、申請

者から別記第２１号様式による補償額再審査要求書を

提出させるものとする。



２ 地方防衛局長は、前項の補償額再審査要求書の提出

があったときは、速やかに意見を記載した書類を添え

て当該再審査要求書を防衛大臣に送付するものとする。

３ 防衛大臣は、再審査を要求された事案に対する補償

額について、別記第２２号様式による補償額再審査決

定通知書に審査資料を添えて、これを地方防衛局長に

送付する。

４ 地方防衛局長は、前項の補償額再審査決定通知書の

送付を受けたときは、再審査を要求した者に当該補償

額再審査決定通知書を送付し、損失補償契約書により

損失補償契約を締結するものとする。

第５章 損失補償の支払報告等

（漁業補償処理報告）

第２６条 地方防衛局長は、自衛隊法第１０５条に基づ

く損失の補償に係る補償金の支払を終了したときは、

遅滞なく、別記第２３号様式による漁業補償処理報告

書により、地方協力局長に報告するとともに、その旨

を関係知事に通知するものとする。



２ 地方防衛局長は、契約に基づく損失の補償に係る補

償金の支払を終了したときは、遅滞なく、別記第２３

号様式による漁業補償処理報告書により地方協力局長

に報告するものとする。

（損失補償実績報告書）

第２７条 地方協力局長は、毎年度における制限水域の

設定に伴う損失補償の実績の報告書を作成し、翌年度

の５月末までに防衛大臣に報告するとともに幕僚長等

に通知するものとする。

２ 前項の報告書には、次の各号に掲げる事項を記載す

るものとする。

（１） 制限水域の名称

（２） 損失補償額

（３） 補償対象期間（漁業の操業を制限し、又は禁

止した期日又は期間で、前号の損失補償額の支

払の対象となったものをいう。）

第６章 調査、算定等

（通則）



第２８条 漁船の操業制限等又は漁業権等の行使制限に

伴う損失補償額を決定するために行う調査、補償額の

算定等については、駐留軍の制限水域に存する漁業権

等の行使制限及び漁船の操業制限等並びにこれらに伴

う損失補償に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第６

２号）第２７条の規定に準じて行うものとする。

第７章 雑則

（委任規定）

第２９条 この訓令に定めるもののほか、この訓令の実

施に関し必要な事項は、幕僚長等又は地方協力局長が

その所掌に属する事務について、必要に応じ、相互に

協議し、それぞれ定めるものとする。

２ 幕僚長等及び地方協力局長は、前項の規定により必

要な事項を定めたときは、これを防衛大臣に報告する

ものとする。

附 則

１ この訓令は、平成１９年９月１日から施行する。

２ 自衛隊の訓練等に必要な制限水域の設定及びこれに



伴う損失補償に関する訓令（昭和４５年防衛庁訓令第

１０号）及び自衛隊法第１０５条の規定に基づく損失

補償額の決定等に関する訓令（平成１８年防衛庁訓令

第１１３号）は、廃止する。

附 則（平成２７年１０月１日省訓第３９号）

この訓令は、平成２７年１０月１日から施行する。

附 則（平成２８年３月３１日省訓第３６号）

１ この訓令は、行政不服審査法の施行の日（平成２８

年４月１日）から施行する。

２ 行政庁の処分又は不作為についての不服申立てであ

って、この訓令の施行前にされた行政庁の処分又はこ

の訓令の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為に

係るものについては、なお従前の例による。

附 則（平成３１年４月２６日省訓第２３号）

１ この訓令は、平成３１年５月１日から施行する。

２ この訓令による改正後の様式を使用するに当たって

は、必要に応じ、各様式中「令和」とあるのは「平成

」とする修正を加えたものを使用することができる。



附 則（令和３年１月２９日省訓第１号）

（施行期日）

１ この訓令は、令和３年１月２９日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令の施行の際現にあるこの訓令による改正前

の様式（次項において「旧様式」という。）により使

用されている書類は、この訓令による改正後の様式に

よるものとみなす。

３ この訓令の施行の際現にある旧様式による用紙につ

いては、当分の間、これを取り繕って使用することが

できる。



別記第１号様式（第９条関係）

同 意 書

（関係漁業者）は、下記の漁船の操業制限（禁止）については、当該制限（禁止）

による損失に関し適正な補償が行われることを条件として同意する。

記

１ 制 限 水 域 名

２ 制 限 期 間

３ 制限水域の範囲

４ 制 限 事 項

令和 年 月 日

（関係漁業者名）



別記第２号様式（第９条関係）

合 意 書

甲（国）と乙（関係漁業者）とは、（制限水域名）における漁業の操業制限及びこ

れによる損失の補償について、下記のとおり合意する。

記

１ 乙は、次の漁業の操業制限について同意する。

(1) 制 限 期 間

(2) 制限水域の範囲

(3) 制 限 事 項

２ 甲は、前項の制限によって被った損失については別途契約により適正な補償を行

う。

３ 本合意は、甲からの制限通知を乙が受けたときから効力を生ずる。

４ 第１項の制限期間の満了前において、甲において漁業の操業制限をする必要がな

くなり、甲から、あらかじめその旨を乙に通知したときは、当該操業制限をする必

要がなくなる日から第１項の合意は、その効力を失う。

令和 年 月 日

甲国 防 衛 局 長

東海防衛支局長

乙 （関係漁業者）



別記第３号様式（第１０条関係）

文 書 番 号

令和 年 月 日

（関係漁業者） 殿

防 衛 局 長

東海防衛支局長

漁船の操業制限等通知書

自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第１０５条第１項の規定に基づき令和

年 月 日付け防衛省告示第 号により、下記のとおり漁船の操業が制限（禁

止）されたので通知します。

記

１ 制 限 水 域 の 名 称

２ 制限（禁止）期間

３ 制限（禁止）水域の範囲

４ 制限（禁止）事項



別記第４号様式（第１１条関係）

文 書 番 号

令和 年 月 日

（関係漁業者） 殿

防 衛 局 長

東海防衛支局長

漁船の操業制限等解除（変更）通知書

令和 年 月 日付け第 号をもって通知しました（制限水域名）に係る

漁船の操業制限（禁止）について、自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第１０５

条第１項の規定に基づき令和 年 月 日付け防衛省告示第 号により下記

のとおり解除（変更）されたので通知します。

記

１ 制限（禁止）解除（変更）年月日

２ 制限（禁止）解除（変更）された水域の範囲

３ 変 更 さ れ た 制 限 （ 禁 止 ） 期 間

４ 変 更 さ れ た 制 限 （ 禁 止 ） 事 項



別記第５号様式（第１２条関係）

個 人 別 補 償 申 請 内 訳 書

代表申請者（住所氏名） 組 合 名

免 粗 収 入 経 営 費 所 得 額 漁 船 免許・許可 従業者数

・ 登録

許

申請者氏名 ・ 漁業種類 平 年 制限時 平 年 制限時 平 年 制限時 申請額 年月日 番号 隻数 トン数 年月日 番号 期間

自

・

別

円 円 円 円 円 円 円 隻 トン 人



別記第６号様式（第１２条関係）

漁 業 従 事 者 補 償 申 請 内 訳 書

代表申請者（住所氏名） 組 合 名

従 事 し て い た 通 常 受 け る べ き 操 業 の 制 限 等 の

申 請 者 氏 名 免 ・ 許 ・ 自 ・ 別 期 間 に お け る 申 請 額 備 考

漁 業 種 類 賃 金 の 額 賃 金 の 額

円 円 円



別記第７号様式（第１３条関係）

補 償 調 書

年 月 日 調書作成者 所属官職 氏 名

補 償 を 受 け る 者 の 住 所 氏 名

申請金額 査定金額

又 は 名 称 （ 代 表 申 請 者 ）

制 限 水 域 制限期間 補償期間

免

・ 漁業経営者に対する損失補償 漁業従事者に対する損失補償 備 考

許 漁 業 種 類

・ 経営費

自 対象者数 粗収入 所得額 補償額 対象者数 労務費 補償額

・ （経営費率）

別

人 円 円 円 円 人 円 円

平年 （ ％）

制限時

平年

制限時

平年

制限時

平年

制限時

注：補償額欄には個人別補償額の集計額を記入すること。



別記第８号様式（第１３条関係）

個 人 別 補 償 額 一 覧 表

補償を受ける者の氏名

（代表申請者） 損失補償額 漁業協同組合名

漁業種類

申請者名



別記第９号様式（第１３条関係）

粗 収 入 計 算 書

補 償 を 受 け る 者 の 氏
補 償 期 間 ・ ・ ・ ～ ・ ・ ・ 漁業協同組合名

名 又 は 名 称 （ 代 表 申 請 者 ）

平 年 制 限 時 漁 業 規 模 備 考

漁業種類 主たる魚種

漁網の名称
漁獲数量 魚価 粗収入 漁獲数量 魚価 粗収入 漁船隻数 漁船トン数

及び統数

kg 円 円 kg 円 円 隻 トン 統

注：免許及び許可漁業については、備考欄に免許番号及び許可番号を記載のこと



別記第１０号様式（第１３条関係）

漁 業 経 営 費 計 算 書

補 償 を 受 け る 者 の 氏 名 又 は 調 査
漁 業 種 類

名 称 （ 代 表 申 請 者 ） 対 象 者

平 年 制 限 時

漁 業 粗 収 入 経 営 費 の 算 出 方 法

円 円

漁 業 経 営 費 平 年 制 限 時

円 円

漁船及び船具の減価償却費

建物及び工作物の減価償却費

漁 船 及 び 船 具 の 修 理 費

漁 具 の 修 理 費

漁 網 の 修 理 費

燃 油 費

雇 用 労 務 費

販 売 手 数 料

種 苗 費

そ の 他 の 消 耗 資 材 費

餌 代

そ の 他 の 経 費

合 計

経 営 費 率



別記第１１号様式（第１３条関係）

漁 業 従 事 者 補 償 計 算 書

補償を受ける者の氏名又は名称（代表申請者） 補償期間 ■・■・■・～■・■・■・

（ア） （イ） （ウ） （エ） （オ） （カ）
平 年 の 雇 用 平 年 の 雇 用 平 年 の １ 人 当 た り 制 限 時 の 制 限 時 の 制 限 時 の 補 償 額 備 考

一 人 当 た り （固定給等の場合）
職 名 労 務 費 延 べ 人 員 雇 用 労 務 費 の 8 0 % 雇 用 労 務 費 実 際 の 雇 用 雇 用 労 務 費

総 額 （人員×日数） （ア） 80 総 額 延 べ 人 員 （エ） （（ウ）－（カ）)
× ×（オ）

（イ） 100 （人員×日数） （オ）

円 人 円 円 人 円 円

賃金支払方法： 賃金総額（雇用労務費総額の計算方法）



別記第１２号様式（第１４条関係）

漁 業 補 償 調 査 表

防 衛 局

制限水域： 補償期間： ・ ・ ・～ ・ ・ ・ 東海防衛支局

組 免 経営費 １統当たり
・ 漁 業 補 償 額 粗収入 対象者数 操業体数 損失補償申請 備 考

合 許 （経営費率） 補 償 額
・ 種 類 （ア） （イ） (ウ) (エ)

別 自 経 従 前年 (ア) 今 前 今 前 今 前 (ウ) 申 操 申
・ 営 事 今 期 － 平 年 制限時 平 年 制限時 年 年 年 － 請 業 請
別 者 者 同期 (イ) 同 同 同 (エ) 者 体 額

別 期 期 期 期 期 期 数 数
円 円 円 円 円 円 人 人 統 統 円 円 人 統 円

（ ％） （ ％）

注：漁業従事者に対する補償については、「粗収入」欄を「労務費」欄とみなして記入する。



別記第１３号様式（第１５条関係）

文 書 番 号

令和 年 月 日

（関係漁業者） 殿

（ 知事経由）

防 衛 大 臣

補 償 額 決 定 通 知 書

漁船の操業制限等に伴う損失の補償額を下記のとおり決定したので通知します。

記

１ 制 限 水 域

２ 補償すべき損失の有無

３ 損失補償額■■■■金■■■■■■円

ただし令和■■年■■月■■日から令和 年■■月■■日までの分とする。

注：この決定に係る異議の申出及び訴えの提起については、裏面を参照のこと。

（裏面）

この決定に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３月以内に、

書面で、防衛大臣に対して異議を申し出ることができます。

また、自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第１０５条第９項及び第１０項の規

定により、この決定があったことを知った日から６月以内に、国を被告として（訴訟

において国を代表する者は法務大臣）、民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）に規

定する裁判所に増額請求の訴えを提起することができます。



別記第１４号様式（第１６条関係）

損 失 補 償 同 意 書

補 償 額
令和 年■■月■■日付け第 号 決定通知書により通知

異議の申出に対する

を受けた自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第１０５条による損失補償について

は、下記の損失補償額その他の事項について異議なく、この金額を受領の上は、今後

いかなる名義によつても請求しません。

記

１ 損失補償額

２ 補 償 期 間

３ 補 償 内 容

年■■月■■日

■■ 防 衛 局 長

■■東海防衛支局長 殿

住所■■■■■■■■

氏名■■■■■■■■



別記第１５号様式（第１８条関係）

文 書 番 号

令和 年 月 日

（関係漁業者） 殿

防 衛 局 長
経由

東海防衛支局長

防 衛 大 臣

異議の申出に対する決定通知書

令和 年 月 日付けをもって異議の申出があった貴殿に対する補償額は、

下記のとおり決定したので通知します。

記

１ 補償すべき損失の有無

２ 補償決定金額

３ 決 定 理 由

４ その他の事項

注：この決定に係る訴えの提起については、裏面を参照のこと。

（裏面）

この決定に不服があるときは、自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第１０５条

第９項及び第１０項の規定により、この決定があったことを知った日から６月以内に、

国を被告として（訴訟において国を代表する者は法務大臣）、民事訴訟法（平成８年

法律第１０９号）に規定する裁判所に増額請求の訴えを提起することができます。



別記第１６号様式（第２０条関係）

文 書 番 号

令和 年 月 日

（関係漁業者） 殿

防 衛 局 長 ■■

東海防衛支局長 ■■

漁業権等の行使制限等通知書

令和 年■■月■■日付けをもって締結された合意書に基づき、自衛隊の訓練、

試験研究のため、下記により水面を使用することになりましたので通知します。

記

１ 制限（禁止）期間

２ 制限（禁止）水域の範囲

３ 制限（禁止）事項



別記第１７号様式（第２１条関係）

文 書 番 号

令和 年 月 日

（関係漁業者） 殿

防 衛 局 長 ■■

東海防衛支局長 ■■

漁業権等の行使制限等解除（変更）通知書

令和 年■■月■■日付け第 号をもって通知しました水面の使用について

は、令和 年■■月■■日付けをもって締結された合意書により、下記のとおりそ

の解除（変更）が決定しましたので通知します。

記

１ 制 限 （ 禁 止 ） 解 除 （ 変 更 ） 年 月 日

２ 変 更 さ れ た 制 限 （ 禁 止 ） 期 間

３ 制限（禁止）解除（変更）された水域

４ 変 更 さ れ た 制 限 （ 禁 止 ） 事 項



別記第１８号様式（第２２条関係）

漁業権等の行使制限等に伴う損失補償申請書

令和 年■■月■■日

申請者の住所■■■■■■■■■

氏 名■■■■■

防 衛 局 長

東海防衛支局長 殿

令和 年■■月■■日付け合意書に基づく漁業権等の行使制限等に伴う損失の補

償を下記により申請します。

記

１ 漁業の種類

２ 制限水域名

３ 補 償 期 間

４ 損 失 額

５ その他参考となる事項



別記第１９号様式（第２４条関係）

文 書 番 号

令和 年 月 日

（関係漁業者） 殿

防 衛 局 長 ■■

東海防衛支局長 ■■

損 失 補 償 額 決 定 通 知 書

貴殿の漁業権等の行使制限等による損失については、下記のとおり決定したので通

知します。

この損失補償額に異議のない場合は、この通知を受けた日の翌日から３０日以内に

同封の損失補償契約書に記名押印の上、返送願います。

記

１ 損失を受けた漁業の種類

２ 補 償 期 間

３ 補償決定金額

４ その他の事項



別記第２０号様式（第２４条関係）

損 失 補 償 契 約 書

（制限水域名）における漁業権等の行使制限等による損失補償の実施について、（防

衛局長名又は東海防衛支局長名）を甲とし、（代表申請者名）を乙として、甲乙間に

下記条項により損失補償契約を締結する。

記

第１条 損失を受けた漁業の種類は、次のとおりとする。

第２条 この契約による損失補償期間は、令和 年 月 日から令和 年

月 日までとする

第３条 この契約に基づく補償額（内訳は、別紙のとおり。）は、￥

とし、乙の支払要求のあった日から３０日以内に甲の指定する場所において支

払う。

２ 甲は、３０日以内に補償金額を支払わなかったときは、政府契約の支払遅延防止

等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）の支払遅延利息を乙に支払うものと

する。

３ 前項の遅延利息は、同法に基づき財務省告示の定める利率による。

第４条 乙は、前条の補償金を受領の上は、本件に関して甲に対し今後いかなる名義

によっても補償の請求をしない。

第５条 この契約に関し、当事者間に疑義を生じたときは、甲乙協議して決定する。

この契約を証するため、契約書２通を作成し、記名押印の上、甲乙各１通を保有す

る。

令和 年■■月■■日

甲■■■ 防 衛 局 長 ■■

■■東海防衛支局長■■印

乙■■ （（（代表申請者名） 印



別記第２１号様式（第２５条関係）

令和 年■■月■■日

防 衛 大 臣 殿

防 衛 局 長
経由

東海防衛支局長

再審査要求者の住所 ■■■■■

氏名又は名称■■■■■印 ■

補 償 額 再 審 査 要 求 書

防 衛 局 長
令和 年■■月■■日付け第 号をもって通知を受けた 決定の

東海防衛支局長

漁業権等の行使制限による損失補償額については、下記の理由により再審査を要求し

ます。

記

１ 漁 業 の 種 類

２ 補 償 期 間

３ 通 知 さ れ た 補 償 額

４ 希 望 す る 補 償 額

５ 再審査を要求する理由

６ その他参考となる事項及び資料（別紙）



別記第２２号様式（第２５条関係）

文 書 番 号

令和 年 月 日

殿

防 衛 局 長
経由

東海防衛支局長

防 衛 大 臣 ■■

補 償 額 再 審 査 決 定 通 知 書

令和 年■■月■■日付けをもって補償額再審査要求があった件については、下

記のとおり決定したので通知します。

記

１ 補 償 決 定 額

２ 決 定 理 由

３ その他の事項



別記第２３号様式（第２６条関係） No.

漁 業 補 償 処 理 報 告 書

防 衛 局

制限水域名： 補償期間： ・ ・ ・～ ・ ・ ・ 東海防衛支局

免 経営費
支出負 ・ 粗収入 魚価 労務費 補償金 補償対象数 支 損失補償申請
担行為 許 漁 業 （経営費率） 年
の相手 ・ 平 年 月 申
方■■ 自 種 類 平 年 制限時 平 年 制限時 平 年 制限時 経営者 従事者 計 経 従 漁 漁 日 請 申請金額

・ 制限時 営 事 者
別 者 者 船 網 数

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 人 人 隻 統 人 円

（ ％）（ ％）

注：１ 支出負担行為の相手方別、免・許・自別、漁業種類別に記入すること。

２ 魚価の欄の記載は平年、制限時別に２段書きにすること。


